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論 文 内 容 の 要 旨 
自然言語処理分野において、単語の共起度を測る局所相互情報量と呼ばれる指標があったが、近年、
これが連続変数に拡張されたことで、相関構造の可視化や分布の裾部分の振舞の分析が可能になり、
その有用性が注目されてきている。 
 本論文の目的は、密度推定法ならびに密度比推定法の精度を向上させる諸手法を開発し、局所相互
情報量推定法を高精度化する新しいアプローチを確立することである。 
 本論文の意義は、以下の 3点である。第 1に、既存のバイアス修正法である一般化ジャックナイフ
法を拡張した、新手法を提案した点である。第 2に、カーネル密度推定量を用いる密度比推定に適し
たパラメータ調整法の、対数スプライン密度推定量における有効性を示した点である。第 3は、局所
相互情報量推定法を応用した、新しい密度推定量を提案した点にある。 
 本論文は 6つの章から構成されている。序章は、本論文の目的・貢献・意義である。1章から 3章
では密度推定量の高精度化、4章では密度推定量の結合方法、そして 5章では 1章から 4章までの成
果を応用した新しい密度推定量を提案する。以下に概要を述べる。 
 第 1章では、密度比推定のためのカーネル密度推定法のバイアス修正法の精度比較を行った。多く
の先行研究では、誤差基準として平均積分 2乗誤差を用いている。本分析では、密度比推定と関連が
ある対数密度の平均積分 2乗誤差を用いて精度比較を行った。分析の結果、異なる誤差基準における
先行研究の結果と整合的な結果が得られ、適応的カーネル密度推定量の有用性が確認された。 
 第 2章では、適応的カーネル密度推定量の裾のバイアスを修正する方法を提案した。先行研究では、
局所相互情報量推定等、裾の精度が必要な場合に、高い精度を持つ適応的カーネル密度推定量でさえ
バイアスが問題となることが報告されていた。本分析では、適応的カーネル密度推定量の乗法的バイ
アスの修正に一般化ジャックナイフ法を用い、一定の条件下でこのバイアスが修正されるという結果
を得た。 
 第 3章では、一般化ジャックナイフ法ではバイアスが修正できない条件を検討し、既存法を拡張し
た新たなバイアス修正法を提案した。適応的カーネル密度推定量への一般化ジャックナイフ法の適用
には、条件によりバイアスを拡大してしまうという問題が残っている。本分析では、その原因を関数
近似の観点から明らかにし、この問題を解決する新しいセミパラメトリックなバイアス修正法を提案
した。数値実験により、提案法がこの問題を解決できることが確認された。 
 第 4章では、対数スプライン法による密度比推定における節点数の選択方法について精度比較を行
った。先行研究ではベイズ情報量基準による選択法が提案されていたが、カーネル密度推定量を用い
た密度比推定においては、交差確認法を用いる選択法が提案されていた。本分析では、多くの条件下
で交差確認法が適していることを示した。 
 第 5章では、前章までの成果を応用し、新しい密度推定量を提案した。先行研究では、局所相互情
報量を推定するために密度推定を行うが、本分析では、逆に推定された局所相互情報量をもとに同時
密度関数を推定する方法を提案した。分析の結果、平均相互情報量が小さい場合、提案法の精度は既
存法を上回ることが確認された。 
 終章では、まとめと課題・展望を記している。本論文の貢献としては、複数の提案法により局所相
互情報量の推定精度を向上し、局所相互情報量の新しい応用法を実現可能にしたことが挙げられる。
今後の研究として、多くの応用分野のある平均相互情報量の推定に適した誤差基準でのバイアス修正
法の精度比較が残されている。また、提案したセミパラメトリックなバイアス修正法における交差確
認法によるバンド幅選択法の検討、平滑化スプラインを用いた場合の密度比推定等を含めた研究を行
う余地が残されている。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
局所相互情報量推定は、２つの変数の相関構造を一切の事前仮定無しに可視化するための方法であ
る。相関係数のように１つの数字で表される平均的な関係ではなく、異常時も含め、状況に応じて様々
に変化する２つの変数の間の関数関係を可視化する。局所相互情報量は確率密度の比で表されるもの
であり、その平均値である相互情報量は、医療画像データの鮮明化から非線形自己相関係数まで、幅
広く利用されてきているが、連続変数についての平均化されないそのままの値の利用は、推定精度の
低さからこれまでほとんど無かった。 
本論文は、この連続変数について局所相互情報量推定を試みる場合の問題に取り組み、その高精度
化のために克服すべき諸課題をみずから解決するため、新しい諸手法を開発し、これを評価したもの
である。具体的には、たとえば地震や金融バブル時の挙動のような、裾厚な分布の裾事象の解析精度
向上を念頭に、密度比である局所相互情報量推定法を高精度化するための諸方法と応用方法を提案す
る研究といえる。 
本論文は７つの章から構成されている。序章で本論文の目的・貢献・意義が述べられた後、局所相
互情報量の構成要素である確率密度自体の推定精度向上のための方法の提案(第１～３章)や、密度推
定値の組み合わせ方の工夫などで、密度比の推定精度を向上させる提案(第４章)を行っている。また、
高精度化した局所相互情報量推定値を逆に用いた確率密度推定法の提案(第５章)も行っている。終章
では本論文の結論と課題、今後の展望を述べている。 
 第 1章では、密度比の推定精度向上を念頭に、ノンパラメトリック確率密度推定法として最もよく
利用されるカーネルアプローチの代表的な４つの方法について、精度比較分析を行った。誤差基準に
は、密度比推定と関連がある対数密度の平均積分２乗誤差を用いた。分析の結果、金融データのよう
な裾厚な分布については適応的カーネル密度推定量が最良であることが確認された。 
 第 2章では、裾厚分布に強い適応的カーネル密度推定量の裾事象の推定精度を、更に高める方法の
提案を行った。標本統計量の精度を推定するための再標本化法の一種である一般化ジャックナイフ法
を用いることが、適応的カーネル密度推定量の乗法的バイアス(偏り)の修正において、概ね有効であ
るという結果を得た。しかし、確率密度が小さい領域では必ずしも有効とは限らない、ということも
わかった。 
 第 3章では、一般化ジャックナイフ法ではバイアスが修正できない条件とその理由を詳細に分析し、
第 2章で提案した方法を拡張した新しいセミパラメトリックなバイアス修正法を提案した。数値実験
により、本章での提案法が、裾厚な確率密度については、その全ての領域において、一般化ジャック
ナイフ法を凌駕し、バイアス修正に有効であることが確認された。 
 第 4章では、対数スプライン密度推定法を初めて密度比推定に応用し、密度推定値の組み合わせ方
を制御することによる推定精度の向上法を提案した。平滑化パラメータである節点数の選択にあたっ
ては、密度推定に通常用いられるベイズ情報量基準による選択法よりも、交差確認法による選択法が
適しており、接点数は分母と分子で同一にして密度の比をとる方法が最適であることを示した。 
第 5章では、局所相互情報量の定義式を逆向きに利用し、本論文で開発した局所相互情報量推定値
に２つの１変量密度推定値を掛け合わせることで、２変量確率密度推定精度を向上させるという、新
しい確率密度推定法を提案している。固定幅カーネル密度推定法を用いた分析の結果、２つの変数の
間の依存性が弱いときや標本サイズが小さいときなど、関係を検出しにくいときについて、提案法の
精度は、標準的な密度推定法を上回ることが確認された。 
このようにして全体として本論文は、局所相互情報量推定法を高精度化するための諸方法と応用方
法を詳細かつ多面的に研究し、新しい方法を提案した、野心的研究といえる。 
なおさらに期待したい点に言及するとすれば、以下の事が指摘できるかもしれない。本論文で提案
された方法の有効性をより説得的に示すためには、①密度比の推計精度の比較分析により、本論文の
提案法の有効性を直接的に示すこと、②本論文の提案法による推定の高精度化が実際にどのように役
立つかについて、具体的にデータを使った応用例を使って示すこと、といったことが有益であろう。 
しかしながらこのことは本論文の価値をいささかも損なうものではない。 
本論文についてなにより高く評価されるのは、裾厚分布の裾部分の推定精度に注目した局所相互情
報量推定の高精度化の実現により、応用分析の可能性を広げた点である。局所相互情報量推定は２変
数間の関数関係の探索に有効であるが、特に社会的必要度の高い裾事象の解析にあたっては大きな標
本サイズを要するため応用範囲が限られるという問題があった。本論文の貢献により、これまで従来
の方法を適用できなかった分析対象へのとりくみや、相関構造の時系列変化分析などを可能にしたと
いえる。 
以上の審査内容を踏まえて、論文審査委員会は全員一致で本論文が博士(商学)の学位の授与に値する
ものと判断した。 
 
